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平成２５年度（第１５期）決算について

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 １ ３ 日

西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社
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平成２５年度決算概要
（単位：億円）

営 業 費 用

営 業 利 益

経 常 利 益

営 業 収 益

設 備 投 資

対前年増減

△28

△23

△22

△383

△190

当 期

純 利 益

△355 15,470

350

280

250

15,820

3,200

対前年増減

△262

＋186

＋19

＋62

△76

△194

15,732

163

260

187

15,896

3,394

31

Ｈ２４年度

16,087

192

283

209

16,279

3,584

34 △3 40 +9フレッツ光純増数
（単位：万回線）

Ｈ２５年度
Ｈ２６

業績予想

（＋86）

（＋122）

（△36）

（△19）

（△2）

（△5）

（＋1）

（＋20）

（＋20）

（0）

（0）

（－）

（0）

（0）

※1：（ ）は、2/28発表の業績予想からの増減および修正額
※2：〔 〕は、不動産賃貸収支の計上区分変更影響を除いた数値

数値は億円未満切捨て表示

〔△396〕

〔△432〕

〔＋36〕

※1 ※1 ※2
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 Ｈ２６年度の営業利益は、不動産賃貸影響１５０億円を含み３５０億円を計画
 Ｈ２５年度は、「音声＋ＩＰ系収入」が▲４５７億円の減収となるなど、営業収益は対前年▲３８３億円の減収
 Ｈ２６年度は、▲７６億円の計画としているが、不動産賃貸影響を除くと、昨年同レベルの▲３９６億円を計画

Ｈ24年度

＜単位：億円＞
※〔 〕内は不動産賃貸

影響除き

附帯事業収入

ＩＰ系サービス収入

既存サービス収入

（再）音声伝送収入

音声+IP系収入

営業収益と営業利益の推移

営
業
利
益

16,279

1,449

6,609

8,220

5,798

12,407

15,896

Ｈ25年度

6,716

7,540

5,233

11,949

1,639

▲383

＋189

＋107

▲680

▲565

▲457

▲76
〔▲396〕

＋0

＋133

▲210
〔▲530〕

▲369

▲503

営

業

収

益

数値は億円未満切捨て表示

6,850

7,330
〔7,010〕

4,730

11,580

１９２ １６３▲28 ＋186
〔＋36〕

350
〔200〕

Ｈ26年度（業績予想）

15,820
〔15,500〕

1,640
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▲262
〔▲432〕

＋11
〔▲88〕

▲278
〔▲348〕

＋5

▲355

▲172

▲113

▲69

 Ｈ２５年度は、経費を中心に徹底したコスト削減に取組み営業費用は対前年▲３５５億円
 Ｈ２６年度も、引き続き業務効率化等のコスト削減を徹底し、不動産賃貸影響を除くと、前年を上回る

▲４３２億円の削減を計画

減価償却費等
減価償却費

＋固定資産除却費

＋租税公課

経 費

人件費

15,732

4,418

10,328

Ｈ25年度

984

営業費用の推移

15,470
〔15,300〕

4,430
〔4,330〕

10,050
〔9,980〕

Ｈ26年度（業績予想）

990

Ｈ24年度

16,087

4,591

10,441

1,054

営

業

費

用

数値は億円未満切捨て表示

＜単位：億円＞
※〔 〕内は不動産賃貸

影響除き
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スマート光ビジネスの加速

○ Ｈ２６年度 ビジネス化の推進○ Ｈ２６年度 ビジネス化の推進

 成功事例のパッケージ化や同業種への水平展開

による実ビジネス化を推進

 推進機能の強化

（リソース増強・営業フロント支援体制の強化）

○ Ｈ２５年度 スマート光ビジネスの実績○ Ｈ２５年度 スマート光ビジネスの実績

 地域密着の営業力を活かし、２年間で

案件創出１，７００件、協業合意案件２００件の成果

○スマート光タウン

○スマート光オフィス

○スマート光ライフ
○ 光BOX＋を用いたネットスーパーサービスの提供

○ フレッツ光・テレビ電話を用いたICT介護支援サービス
の提供 参考①

○ 家庭向けセキュリティーサービスの提供における協業

○ 光BOX＋を用いたリビング学習サービスの提供

○ ソーラーパネル販売パートナー（600社）への
エコめがねの提供

○ 光BOX＋を活用した行政情報配信 参考②

○ 光BOX＋を活用した地域情報配信、公民館での
健康づくりプログラムの提供

○ Wi-Fi、防犯カメラ等を搭載した自販機設置による
地域防犯・防災貢献 参考③

○ スマートストア O20サービスの提供

スマート光ビジネスの実例
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訪問介護
事業者様

新たな方法による 訪問介護サービス提供の実現

ＮＴＴ西日本

要介護者宅

フレッツ光、光BOX＋、訪問サポートの提供

フレッツ光とテレビ電話を用いた見守り環境の構築

・テレビ電話を用いたこまめな対応
・随時対応発生時の対応稼働確保支援

テレビ電話
端末

 フレッツ光とテレビ電話を用いた見守り環境を構築することで、効率的且つ、きめ細かな対応を実現

（参考①） フレッツ光・テレビ電話を用いたＩＣＴ介護支援サービスの提供
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（参考②） 光ＢＯＸ＋を活用した行政情報配信

住民

自治体様

協定に基づき地域情報化の
方針や具体案策定に協力

行政情報配信
システムの提供

フレッツ光各種サービス
の提供

光BOX
＋

を活用

町報、ホームページ区長
会、記者会見を含めた広
報対応で光サービスの普
及拡大に協力

 フレッツ光とテレビを結んだスマート光ライフの実現に向け、自治体様と連携した住民向け行政情報配信

サービスの提供を実現
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利用者
自動販売機
設置会社様

ＮＴＴ西日本

地権者 等
（駐車場管理会社）

地域社会
監視ｶﾒﾗｻｰﾋﾞｽ

事業者様

フレッツ光、DoSPOT（Wi-Fi AP）

防犯ｶﾒﾗ・ｻｲﾈｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ

Ｗｉ-Ｆｉ ＡＰ、防犯カメラ等をパッケージ化した自動販売機の提供

・Wi-Fi等の付加価値提供による利用者拡大
・監視ｶﾒﾗ等の設置による防犯機能の提供

地域貢献
（安心・安全の提供）

付加価値の提供（安心・安全の提供）

 Ｗｉ-Ｆｉ ＡＰ、防犯カメラ等をパッケージ化した自動販売機の設置による付加価値の提供

（参考③） Ｗｉ-Ｆｉ等を搭載した自販機設置による安心・安全の提供
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ビジネス営業分野での売上６，０００億円に向けた取組み

 ビジネス営業分野での売上６，０００億円の達成に向けては順調に推移しており、

Ｈ２６年度は、５，９００億円の売り上げを目指す

ビジネス営業分野（連結）の売上推移

6,000億円

5,900億円

H26

年度

H27

年度

具体的な取組み

特定の業種への強みを有する地場ベンダー等との
連携強化

成果報酬型営業部隊の配置による更なる販売強化

ビジネス系ＮＷの提供拡大
・ビジネスイーサ ワイド バーストプランの提供（H25.4～）

（最大速度１Gbps 帯域確保200Mbps等）

ＢＣＰ対策としての首都圏拠点のバックアップ需要の
取り込みによるデータセンタビジネスの拡充

サービスラインナップの充実
・中堅中小企業向けに、５００円/月から始められるＩＣＴサポートメニュー

「オフィス安心パック」の提供（H26.4～）
・音声クラウドサービスの強化によるオンプレミスを含めたトータル

音声ソリューションの拡充

5,600億円

H24

年度

5,800億円

H25

年度
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 各エリアにおいて、商店街や自治体等との連携強化を推進しており、今後も全国の地方自治体等と共同
してWi-Fi環境整備に取組んでいく

 どこでも使えるＷｉ-ＦｉとしてＨ２５年度に５万ＡＰを突破
 ＡＰの低廉化によりコストを抑えた展開を図る
 地域との積極的な連携強化により、Ｗｉ-Ｆｉ整備を加速
 本社にWi-Fi支援体制を整備し、この展開を更に拡大中

Ｗｉ-Ｆｉの戦略的展開

Wi-Fi整備展開状況

◆九州エリア

・福岡
（Fukuoka City Wi-Fi）

・熊本
（くまもと無料 Wi-Fi）

・沖縄
（KOZA Wi-Fi Okinawa City）

◆中国エリア

・広島
（広島市本通・金座街商店街 Wi-Fi）

・岡山
（岡山市 表町商店街 Wi-Fi）

◆四国エリア

高知
（よさこいタウンWi-Fi）

○ 大阪観光局主導の観光客向け無料無線LANサービス
H26.1に提供開始
今後、大阪府・大阪市・民間企業等、官民一体で、
エリア拡大・サービス拡充を検討

 大阪府下すべてのAPが制限時間なく無料で利用可能

 接続後のトップページから、様々な情報へのアクセスが

可能

 Wi-Fiプラットフォームに、NTT-BP社およびNTTメディア

サプライ社(DoSPOT)を採用

Ｏｓａｋａ Ｆｒｅｅ Ｗｉ-Ｆｉ の特徴

（参考） Osaka Free Wi-Fi の取組み
◆関西エリア

大阪
（Osaka Free Wi-Fi）

◆東海エリア

静岡
（Shizuoka Wi-Fi Paradise）
（Fujisan Free Wi-Fi プロジェクト）
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成長ビジネス３２成長ビジネス

不動産ビジネス （売上200億円規模へ）

ＮＴＴ西日本アセット・プランニング 他

グループ所有不動産の利活用実績、ノウハウ
を活かし、不動産の利活用の提案、物件貸付
等を実施
リロケーションにより収益性の高いビルの
利活用を促進

モバイルコンテンツビジネス
（売上100億円規模へ）

ＮＴＴソルマーレ
モバイル向け電子書籍（コミック）

やゲームを提供
海外市場へも展開

コンタクトセンタビジネス
（売上300億円規模へ）

ＮＴＴマーケティングアクト 他
116等の運用ノウハウを活かし、 コールセンター
の構築から運用までトータルサポート

シニア向けライフサポートサービス、住民向け
行政サービスに関わるコールセンター運営

環境・エネルギービジネス

クラウドを活用した太陽光発電
見える化サービス、“エコめがね”
を提供
ユーザパネル総量150メガワットを達成

ＮＴＴスマイルエナジー 他

クラウドビジネス （売上1,000億円規模へ）

ＮＴＴスマートコネクト

ＮＴＴ西日本グループの強みである
クラウド基盤（ＤＣ、Ｉａａｓ等）を活用したクラウドの推進

ＮＴＴビジネスソリューションズ

ＮＴＴネオメイト 他

家庭内の電力利用状況を 「見える化」する
ＨＥＭＳや電力を有効活用する蓄電池の工事

Ｗｉ-Ｆｉビジネス

ＮＴＴメディアサプライ

商店街や街の丸ごとWi-Fi化

グループ会社を通じた成長ビジネスの展開

ＢＰＯビジネス

ＮＴＴビジネスアソシエ西日本
ＮＴＴ西日本グループ内の間接業務
サービスセンターとしての豊富な経験
を活かしたソリューションの提供

再生可能エネルギーによる
発電事業の開始（H26.4）

サポートビジネス
ＮＴＴフィールドテクノ 他

メーカー等と連携したサポート
ビジネスの拡大
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不動産ビジネスの取組み

 拠点集約や設備のスリム化等により生み出した遊休スペースの利活用を促進し、更なる拡大を図り、

売上規模２００億円を目指す

 一般市場への賃貸事業の拡大に向け、オフィスグランド
デザイン計画を策定し、市場性の高いビルを選定し、
一般市場への貸付拡大を図る

利活用可能物件の創出

西日本エリア内の大都市圏において
同様のモデルを展開していく

不動産利活用シーンの拡大

 ＮＴＴグループの不動産を活用してきた実績を活かし、
不動産の市場性を考慮した様々な利活用を実現

一般市場
への貸付

オフィスグランドデザインに基づく
拠点等の集約

市
場
性
の
高
い

ビ
ル

シェアハウス（大阪：池田）

ブライダルレストラン（兵庫：芦屋）
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 電力を見える化し、いつでも太陽光発電を見守れるサービス「エコめがね」の累計販売台数は2.１万台を突破

専用のＷＥＢサイトにアクセスすることで、発電量・消費電力量・電気代の確認や毎月の発電診断が可能

 国の再生可能エネルギー固定価格買取制度（ＦＩＴ）の認定を受けながら未稼働となっている太陽光発電案件

を有効活用し、グループ会社を通じて発電事業を展開

電力の見える化と太陽光発電の普及拡大

○ 太陽光発電事業の取組み

NTT
スマイルエナジー

未稼働案件の
所有者様

電力会社様

【新規事業】
小規模太陽光

発電事業

認定総数：約25万件

未稼働
約６割

設備認定件数と稼働件数
（H25.12月末時点）

事業スキーム

※10kW以上の太陽光の認定件数(累計)
および稼働件数（累計）メガソーラは含まず

土地の賃貸契約

ＰＶシステムの構築

太陽光発電
システム販売

事業者様
（600社） ＰＶシステムの構築

連携

売電

○「エコめがね」サービスイメージ
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事業運営の効率化

 バックヤードコストの削減 － 現在のコストを２分の１へ －

▶ 将来的な６ブロック各１拠点化を目指した段階的な拠点集約の実施

▶ 業務プロセスの抜本的な見直し及び人材育成によるスキル向上を図り、生産性の

向上に取組む

▶ 徹底したフロースルー化のためのシステム対応

 設備投資の継続的な抑制 － 設備投資額を3,000億円以下へ －

▶徹底した調達コスト低減の取組み推進

▶無派遣工事の拡大による開通コストの効率化

▶既存設備の共用化による新規投資の抑制

徹底的な事業運営の効率化により、中期的にコスト削減に取組む
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本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関す

る記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判断・

評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を

行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したも

のです。

将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定

性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等に

よる変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、

本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関する

記述・言明と異なる可能性があります。


